
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 2年度 事 業 報 告 書

盤趨腿塾匿勤型L二重三拠量量鐘生宣協塗

1 事業の成果
・例年実施している企業型確定拠出年金制度担当者向けのアンケー ト調査を本年度も実施した。回答者

である企業担当者の制度運営記録も同時に取れるような内容・仕様は維持し、新型コロナウイルス感染

症による影響などの時事的項目も設けた。リモートワーク拡大の影響かWeb回答数が郵送回答数を初

めて上回り、また自由記述回答が内容・回答数とも例年より多くなるという特徴が表れた調査となっ

た。調査結果は厚生労働省や運営管理機関等の関係各所へ報告し、簡略コメント付きの概要版と全体集

計データを記載した詳細版を当協会ホームページに公開した。

・企業型確定拠出年金に関する情報提供を目的として夏季に共催セミナーを実施。コロナウイルス感染

拡大防止のため当協会では初となるオンデマンド配信によるものであつたが、非常に多くの視聴申し

込みがあり、内容や動画の見やすさについても好評の声を多く寄せていただいた。

・厚生労働省他の後援をいただき秋には「第 9回 日本 DCフォーラム」をリアルセミナーとオンデマン

ド配信にて主催した。リアルセミナーでは密集を防ぐため受講可能人数上限を例年の半数をにしたり

第 2会場を設けたりと運営を工夫して開催。公募を募って選考した「DCエクセレントカンパニー表

彰」受賞企業 3社の表彰式や取組事例の発表、確定拠出年金制度担当者によるパネルディスカッショ

ンなど当日のプログラムを後日オンデマンド配信した際は、延べ 2,500名 を超える全国各地の方に視

聴いただいた。

・企業担当者向けの情報誌「DCウェーブ 2020」 を発行。実際に後任育成経験のある確定拠出年金担当

者による対談や今後の制度改正についての解説等を掲載、広く確定拠出年金制度導入企業へ情報提供

を行った。

・主に個人型の確定拠出年金への加入を検討している一般向けに WEBサイト「iDeCoナ ビ」を継続し

て運営し、初心者向けの情報提供を行つている。

・前年度から引き続き、確定拠出年金制度等についての専門議論を行う場であり厚生労働省に設置され

ている社会保障審議会 企業年金・個人年金部会の委員に当協会の理事が就任している。部会の場にお

いても「現場の声」として企業担当者向け調査から得られたデータやコメント等を紹介しながら、将来

に向けさらに制度が良くなる一助として様々意見を申し述べた。



2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【19,117】 千円)

(2)その他の事業

本年度はその他の事業は実施していない。

定款に記載

された

事業名

事業内容 日時 場所
従事者

人数

受益

対象者

範囲

受益

対象者

人数

事業費

(千円)

確定拠出年金に

関するイベント

開催

企業型確定拠出年金カンファ

レンス (共催)

令和 2年

7月
東京都 3人

確定拠出年金

導入企業担当

者他

不特定

多数
0

確定拠出年金に

関するイベン ト

開催

第 9回 日本 DCフ ォーラム

(主催) (※ 1)
令和 2年

11月
東京都 6人

確定拠出年金

導入企業担当

者他

不特定

多数
2,539

確定拠出年金に

関する、各団体

の カ リキ ュ ラ

ム・指導方法な

どの情報収集と

情報提供

企業型確定拠出年金 (DC)担当

者の意識調査 2020

令和 2年

4～ 12月

当協会

事務所
4人

厚生労働省等

制度 関係 各

所、確定拠出

年金導入企業

担当者他

不特定

多数
4,047

確定拠出年金教

育に貢献した個

人や団体、また

優れた教育ソフ

ト、ツールの表

彰

DCエ クセレントカンパニー表

彰

※1に含めて実施

令和 2年

11月
東京都 6人

企業型確定拠

出年金導入企

業

3社

確定拠出年金に

関するメディア

の作成及び販売

WEBサイ ト「iDeCoナ ビ」

運営
通年

当協会

事務所
3人

制度加入検討

者 、加 入者

等

不特定

多数
12,370

確定拠出年金に

関するメディア

の作成及び販売

メールマガジン

「DCウ ェープメルマガ」

発行

毎月
当協会

事務所
3人

厚生労働省等

制度 関係 各

所、確定拠出

年金導入企業

担当者他

不特定

多数

確定拠出年金に

関するメディア

の作成及び販売

「DCウ ェープ 2020」 発行
令和 2年

9月

当協会

事務所
3人

確定拠出年金

導入企業担当

者他

不特定

多数
61

確定拠出年金に

関す る教 育推

進、啓蒙、国際協

力事業の運営及

び運営支援

社会保障審議会企業年金 。個

人年金部会出席
通年 東京都 1人

厚生労働省等

制度 関係 各

所、確定拠出

年金導入企業

担当者他

不特定

多数
100

(事業費の総費用 【   ―】千円)



書式第 13号 (法第 28条関係)

令和 2年度 活動計算書 (その他事業が生ュ生場合)
事 業 報 告 用

__三L_』L__ __型 聖ゴ塑≧_
受取會費
正会員受取会費
賛助会員受取会費

1

受取詈耐重
受取寄附金
施設等受入評価益

□

3 受駆切属
'専受取補助金

予 栞 収 憂

確定拠出年金に関するイベント開催事業収益
確定拠出年金に関する、各団体のカリキュラム・指導方法などの情報収集 と情報提供事業収益

確定拠出年金に関するメディアの作成及び販売事業収益
確定拠出年金に関する教育推進、啓蒙、国際協力事業の運営及び運営支援事業収益

4 31,187.517

178
78

墜Eその他の収蚕
受取利息
雑収入

U

4,340,000

(2)その他経費
外注費
旅費交通費
通信費
消耗品費
新聞図書費
議会費
支払手数料
車両費
減価償却費
租税公課
貸倒繰入額
雑費

5,301,330

:ヨ 10_141_

日  針 29_259.4
螢 壼 量

“

『 ▲ 1_rBl...∩ 1_928_

工J

=EEヨ

(1)人件責
派遣等人件費

(2)その他経費
業務委託費
通信費
消耗品費
調査費
印刷費
交際費

16,526,867
706,138
3,888

1,083,120
747,645
50,000

19,117.658



書式第 15号 (法第 28条関係)

令和 2年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

___」ヒ__」L___ ′lヽ計 ・ 合 計

現金預金
売掛金

用

品

ソフトウェア
借地権

長期貸付金

17,

4,

742,367
593,349
579,398
13,200
30.161△

22,898,153

22.898.15

0

380,851
380,351

0

ki::|■ :輛 |

【A】 資 産 合 計 ①+② 23,279,004

IB-1 ■1 1日  α ::1.1

買掛金 3,931,422
356,346
430,000
111.600

4,329,308

■_829_|

長期借入金
退職給付引当金

8,000,000
3,000,000

8_000_01

饉 4日  4 , 1計  (D+a 12_829_31

r 産 の 部
ヨ:ZF多 1■ 9.010.473
li,niャ
「
1 1_4R9_16R

……………」ユ豊鯉」

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 23,279,004



令和 2年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 確定拠出年金教育協会

重要な会計方針

計算書類の作成は、企業会計基準によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
該当なし

(2)固定資産の減価償却の方法
無形固定資産は、定額法で償却をしています。

(3)引当金の計上基準
該当なし

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
該当なし

(5)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は税抜方式によっています。

2.事 業別損益の状況

合計科 目
確定拠出年金
に関するイベ

ント開催事業

確定拠出年金
に関する、各
団体のカリ
キュラム・指
導方法などの

情報収集と情
報提供事業

確定拠出年金
に関するメ
ディアの作成
及び販売事業

確定拠出年金
に関する教育
推進、啓蒙、
国際協力事業
の運営及び運
営支援事業

事業部門計 管理部門

0

0

0

31,187,517

0 256

0

0

0

31,187,517

256
3,715,000 8,650,000 18,369,790 452,727

18.369.790 452.727 31.187.517 256 31,187,7733,715,000 8,650,000

4.340.000ｎ

Ｖ 4,340,000

4.340.000 4.340.000ｎ

Ｖ

2,538,808

Ａ

〉

1,517,853

694,545

3,888

1,083,120

747,645

12,370,422

50,000

10,920

99,784

0

16,526,867

50,000

0

706,138

3,888

0

1,083,120

747,645

0

0

0

0

0

0

0

2,574,546

132,148

84,891

22,500

21,000

12,000

91,050

2,249,127

356,566
600

6,002

251,400

2,574,546

16,526,867

50,000

132,148

791,029

26,388

21,000
1,083,120
747,645

12,000

91,050

2,249,127

356,566
600

6,002

251,400

5.801.830 24.919.4882,539,481 4,047,051 12,431,342 99,784 19,117,658

2.539,481 4,047,051 12,431,342 99,784 19,117,658 10,141,830 29,259,488

1,175,519 4,602,949 5,938,448 352,943 12,069,859 △ 10,141,574 1,928,285

1 経常収益
1・ 受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給与負担金

人件費計
(2)その他経費
外注費

業務委託費

交際費

旅費交通費
通信費

消耗品費

新聞図書費
調査費

印刷費

諸会費
支払手数料

車両費
減価償却費

租税公課

貸倒繰入額

雑費
その他経費計
経常費用計

当期経常増減額



内容 金 額 算定方法

該当な し

4

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事
項

事業費と管理費の按分方法

該当なし

その他の事業に係る資産の状況

該当なし

7

期末残高 備 考内容 期首残高 当期増加額 当期減少額

該当なし

合計

期首取得価額l  取得 減 少科 目

413,0001,905,

l

0001 2,318,000 1,937,1 380,851

:

491

1,905,0001    413,000 2,318,000 1,937,1491 380,851合計

無形固定資産
ソフトウェア

科 目 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高
ｎ

Ｖ 8,000,000長期借入金 8,000,000

8,000,000 8,000,000合計

計算書類に
計上された
金額

内、役員と
の取引

内、近親者
及び支配法
人との取引

科 目

31,187,517

4,340,000

2,574,546

16,526,867

2,249,127 1,467,132

5,019,442

4,340,000

2,520,000

16,526,867

18,775,994 1,467,132 16,526,867

127,670

14,839

3,901,722

231,000
8.000.000

4,593,349

579,398

3,931,422

356,346

8,000,000
17,460,515 12,275,231

(活動計算書)

事業収益

給与負担金

外注費

業務委託費
車両費
活動計算書計

(貸借対照表)

売掛金

未収入金

買掛金

未払金

長期借入金
貸借対照表計

8



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 2年度 財産目録
事 業 報 告 用

単位 :円
日 e 目 [ ′:ヽ 口Hト 舎 lH・

E[

現金預金
手元現金
りそ

みず

確定拠出年金に関するメディアの作成及び販売事業売掛金

に関するメディアの作成及び販売事業未収入金
確定拠出年金に関する教育推進、啓蒙、国際協力事業の運営及び運営支援事業未収入金

8,478
3,217,912
1,859,571
3,462,472
9,193.934

4,465,679
127.670

564,559
14,839

13,200

△ 30,161

22_898_153

車両運搬具

ソフ ト ェ ア

ウェプサイト 380,851

■80 ■51

【A】 資 産 合 計 ①+② 23,2791004

【I -1 ■ 椰

買掛金
確定拠出年金に関するメディアの作成及び販売事業買掛金
確定提出年金に関する、各団体のカリキュラム・指導方法などの情報収集と情報提供事業買掛金

未払金
管理費未払金

3,681,722
249,700

356,346

430,000

111,600

4.829.

長期借入金
支配法人長期借入金 8,000,000

8_IIЮ

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 12,829,368

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 10,449,636

Lコ ]



書式第 18号 (法第 28条関係 )
事 業 報 告 用

令和 2年度 年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事彙年度における報日の有無を記載した名簿)

」豊塵 日塑:1董:週i産△_」壁宣:四」堕屋:墾』重嘔L金

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

口以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)
住 所 又 は 居 所

前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)

氏   名

監事
サイトウ  シ
゛
ュンコ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年

年

月

月

日

日斎藤 順子

９

“
監事理事

フルイ  ミチロウ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年  月  日

年 月 日古井 道郎

監事
ササキ シンシ
゛

令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年

年

月

月

日

日佐々木 信司

■
４

o監
事
オオエ カヨ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年

年

月

月

日

日大江 加代

キクチ  ユウ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年 月

月

日

日年菊池 裕

′
０ 理事 。監事 以下余白

年

年

月

月

日

日

年

年

月   日

月   日

理事 。監事

年  月 日

日年 月

年 月

月

日

日年

０
０ 理事・監事

年 月

月

日

日年

年  月  日

年  月  日

Ｏ

υ 理事 。監事

年 月

月

日

日年

年 月

月

日

日年

10 理事・監事
年  月

年 月

日

日

年

年

月

月

日

日

⌒

理くり



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

盤塵 i巨塑壁国壁△

氏   名 住 所 又 は 居 所

斎藤 順子

2 古井 道郎

3 佐々木 信司

4 大江 加代

5 菊池 裕

6 白鳥 桃子

7 福家 員紀

8 小川 純司

9 若松 千佳子

10 武田 良子

12


